
【総務課・少子化総合対策室関係】





１．2019(平成31)年度における社会保障（子ども・子育て）

の充実等について（関連資料１～４参照）

子ども・子育て支援の充実に関しては 「質の向上」及び「量的拡充」、

を実施するため、2019(平成31)年度の「社会保障の充実」に充てられる

消費税増収分2.17兆円のうちの0.7兆円を充てることとしており、2019

(平成31)年度においては、新たに児童養護施設等の小規模かつ地域分散

化や職員配置基準の強化を含む高機能化の推進について盛り込んでい

る。

また、消費税財源以外の財源で実施する「質の向上」として、保育士

等の２％の処遇改善の実施について、2017(平成29)年度から取り組んで

おり、2019(平成31)年度予算案においても引き続き実施していく。

さらに、2019(平成31)年度予算案においては、保育所等における非常

勤栄養士の配置促進を実施することとしている。

これらにより必要となる地方負担については、地方財政措置が講じら

れるものであり、各地方自治体においても積極的な取組をお願いする。

２．地域子ども・子育て支援事業について

地域子ども・子育て支援事業については、市町村子ども・子育て支援事

業計画に基づいて、その体制整備・事業実施を推進いただいているところ

であるが、2019(平成31)年度予算案では、放課後児童クラブ等の拡充を含

め、計画を踏まえた「量的拡充」及び「質の向上」などを実施するための

経費として、1,304億円を内閣府において計上しているところである。

本年度の子ども・子育て支援交付金の執行状況をみると、必ずしも計画

どおりに進捗していない事業も見受けられることから、市町村におかれて

は引き続き積極的な取組をお願いしたい。また、都道府県におかれても、

必要な予算を確保いただくなど円滑な事業の実施に向けた支援をお願いし

たい。

なお、地域子ども・子育て支援事業の実施に要する経費に対する国の補

助については 「子ども・子育て支援交付金の交付について （平成28年、 」

７月20日府子本第474号）により行ってきたところであるが、本交付要綱

において定めている国庫補助基準額を下回る金額により、民間法人等に対

する補助等を行っている事例も見受けられるところである。補助額は、事

業に従事する職員の人件費をはじめとした事業の実施体制に大きく影響を

与えるものであり、各地方公共団体において適切な対応をお願いしたい。
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３．次世代育成支援対策推進法行動計画策定指針の改正につ

いて（関連資料５参照）

次世代育成支援対策推進法（以下「法」という ）に基づく「行動計画。

策定指針 （以下「指針」という ）については、2014(平成26)年11月に」 。

告示し、2015(平成27)年４月から適用している。市町村及び都道府県につ

いては、この指針に即して、次世代育成支援対策の実施に関する計画（以

下「市町村等行動計画」という ）を策定することができることとされて。

いる。

法では、市町村等は、指針に即して、地域における子育ての支援、母性

並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、職業生活と家庭生活との両立

の推進等について、５年ごとに市町村等行動計画を策定することができる

こととされている。

指針では、市町村等は、前期計画に係る必要な見直しを2019(平成31)年

度までに行った上で2020年度から2024年度を期間とする後期計画を策定す

ることが望ましいとしており、今後、市町村等が後期行動計画を策定する

にあたり、指針の見直しを行うものである。

平成28年改正児童福祉法や新・放課後子ども総合プランの策定など、20

15(平成27)年度以降の関連施策の動向の反映を中心に改正作業を行い、子

ども・子育て支援法に基づく教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の提供体制の整備等の基本的な指針（基本指針）の改正と併せて夏を目途

に告示予定であるので、各自治体におかれてはご了知いただきたい。

また、地方公共団体の機関等の特定事業主については、指針に則して、

勤務環境の整備等に関する特定事業主行動計画を策定することとされてい

る。指針では、多様な勤務形態が活用されている現状を鑑みて、非常勤職

員等も取組の対象とされているので、各機関の実情を踏まえた適切な対応

を改めてお願いいしたい。
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［関連資料：総務課・少子化総合対策室］





○
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１

（
平
成
2
4
・
2
5
年
度
の
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１
の
差
額
に
係
る
費
用
を
含
む
）

○
社
会
保
障
の
充
実

・
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
充
実

・
医
療
・
介
護
の
充
実

・
年
金
制
度
の
充
実

・
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化

・
待
機
児
童
の
解
消

・
介
護
人
材
の
処
遇
改
善

○
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
４
経
費
の
増

・
診
療
報
酬
、
介
護
報
酬
、
年
金
、
子
育
て
支
援
等
に
つ
い
て
の
物
価
上
昇
に
伴
う
増

○
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け
回
し
の
軽
減

・
高
齢
化
等
に
伴
う
自
然
増
を
含
む
安
定
財
源
が
確
保
で
き
て
い
な
い
既
存
の
社
会
保
障
費

〈
2
0
1
9
(
平
成
3
1
)
年
度
消
費
税
増
収
分
の
内
訳
〉
（
公
費
ベ
ー
ス
）

（
注
）
軽
減
税
率
制
度
に
よ
る
減
収
分
は
考
慮
し
て
い
な
い
。

2
0
1
9
(平
成
3
1
)年
度
の
消
費
税
増
収
分
の
使
途
に
つ
い
て

3
.
3兆

円

2
.
1
7兆

円

0
.
4
7兆

円

《
増
収
額
計
：
1
0
.3
兆
円
》

4
.
4兆

円

（
注
）
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子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
充
実

○
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
推
進
に
よ
り
、
す
べ
て
の
子
ど
も
・
子
育
て
家
庭
を
対
象
に
、
市
町
村
が
実
施
主
体
と
な
り
、
教
育
・
保
育
、
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
の
量
及
び
質
の
充
実
を
図
る
。

（
参
考
）
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
に
お
け
る
量
及
び
質
の
充
実

＜
量
的
拡
充
＞

市
町
村
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
に
基
づ
き
、
教
育
・
保
育
、
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
計
画
的
な
事
業
量
の
拡
充
を
図
る
。

＜
質
の
向
上
＞

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
基
本
理
念
で
あ
る
、
質
の
高
い
教
育
・
保
育
、
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
実
現
を
図
る
。

Ⅰ
．
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

2
0
1
9
(平
成
3
1
)年
度
所
要
額
（
公
費
）

6
,5
2
6
億
円

・
施
設
型
給
付
、
委
託
費
（
認
定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園
、
保
育
所
に
係
る
運
営
費
）
☆

・
地
域
型
保
育
給
付
（
家
庭
的
保
育
、
小
規
模
保
育
、
事
業
所
内
保
育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
に
係
る
運
営
費
）
☆

子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付

市
町
村
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
実
施
す
る
事
業
を
支
援
。

・
利
用
者
支
援
事
業
☆
・
延
長
保
育
事
業
・
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
・
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
・
一
時
預
か
り
事
業
☆

・
病
児
保
育
事
業
☆
・
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
）
等

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

（
☆
は
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
の
取
組
と
し
て
も
位
置
づ
け
）

○
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
や
職
員
配
置
基
準
の
強
化
を
含
む
高
機
能
化
等
の
推
進
な
ど
、
質
の
向
上
を
図
る
。

○
児
童
養
護
施
設
等
の
受
入
児
童
数
の
拡
大
（
虐
待
を
受
け
た
子
ど
も
な
ど
社
会
的
養
護
が
必
要
な
子
ど
も
の
増
加
へ
の
対
応
）

Ⅱ
．
社
会
的
養
育
の
充
実

2
0
1
9
(平
成
3
1
)度
所
要
額
（
公
費
）

4
7
4
億
円
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事
項

事
業

内
容

2
0
1
9
(平
成
3
1)

年
度
予
算
案

（
参
考
）

平
成
3
0
年
度

予
算
額

国
分

地
方
分

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

6
,5
2
6

2
,9
8
5

3
,5
4
1

6
,5
2
6

社
会
的
養
育
の
充
実

4
7
4

2
3
7

2
3
7

4
1
6

育
児
休
業
中
の
経
済
的
支
援
の
強
化

1
7

1
0

6
1
7

医 療 ・ 介 護

医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
体
制
改
革

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
、
在
宅
医
療
の
推
進
等

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（
医
療
分
）

・
診
療
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
等
の
活
用
分

1
,0
3
4

4
7
6

6
8
9

3
3
7

3
4
5

1
3
9

9
3
4

4
7
3

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（
介
護
分
）

・
平
成
27
年
度
介
護
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
の
活
用
分

（
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
等
）

・
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
、
認
知
症
施
策
の
推
進
な
ど
地
域
支
援
事
業
の
充
実

8
2
4

1
,1
9
6

5
3
4

5
4
9

6
0
4

2
6
7

2
7
5

5
9
2

2
6
7

7
2
4

1
,1
9
6

4
3
4

医
療
IC
T
化
促
進
基
金
（
仮
称
）
の
創
設

3
0
0

3
0
0

0
－

医
療
・
介
護
保
険

制
度
の
改
革

国
民
健
康
保
険
等
の
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
措
置
の
拡
充

6
1
2

0
6
1
2

6
1
2

国
民
健
康
保
険
へ
の
財
政
支
援
の
拡
充

・
低
所
得
者
数
に
応
じ
た
自
治
体
へ
の
財
政
支
援

1
,6
6
4

8
3
2

8
3
2

1
,6
6
4

・
保
険
者
努
力
支
援
制
度
等

1
,7
7
2

1
,7
7
2

0
1
,6
8
7

被
用
者
保
険
の
拠
出
金
に
対
す
る
支
援

7
0
0

7
0
0

0
7
0
0

7
0
歳
未
満
の
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正

2
4
8

2
1
7

3
1

2
4
8

介
護
保
険
の
１
号
保
険
料
の
低
所
得
者
軽
減
強
化

9
0
0

4
5
0

4
5
0

2
4
6

難
病
・
小
児
慢
性

特
定
疾
病
へ
の
対
応

難
病
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
に
係
る
公
平
か
つ
安
定
的
な
制
度
の
運
用
等

2
,0
8
9

1
,0
4
4

1
,0
4
4

2
,0
8
9

年
金

年
金
受
給
資
格
期
間
の
2
5
年
か
ら
1
0
年
へ
の
短
縮

6
4
4

6
1
8

2
6

6
4
4

遺
族
基
礎
年
金
の
父
子
家
庭
へ
の
対
象
拡
大

6
1

5
7

4
5
0

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

1
,8
5
9

1
,8
5
9

0
－

合
計

2
1
,9
3
0
1
3
,5
2
8

8
,4
0
2

1
8
,6
5
9

2
0
1
9
(平
成
3
1
)年
度
に
お
け
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
（
概
要
）

（
注
１
）
金
額
は
公
費
（
国
及
び
地
方
の
合
計
額
）
。
計
数
は
、
四
捨
五
入
の
関
係
に
よ
り
、
端
数
に
お
い
て
合
計
と
合
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

（
注
２
）
消
費
税
増
収
分
（
1
.6
8
兆
円
）
と
社
会
保
障
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
等
に
基
づ
く
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
政
効
果
（
▲
0
.5
1
兆
円
）
を
活
用
し
、
上
記
の
社
会
保
障
の
充
実
（
2
.1
9兆
円
）の
財
源
を
確
保
。

（
注
３
）
保
育
士
の
処
遇
改
善
に
つ
い
て
は
、
「
社
会
保
障
の
充
実
」
に
お
け
る
全
職
員
を
対
象
と
し
た
３
％
の
処
遇
改
善
を
実
施
（
平
成
2
7
年
度
）
。
こ
の
ほ
か
、
「
社
会
保
障
の
充
実
」
と
は
別
に
、
平
成
2
9
年
度
か
ら
全
職
員
を
対
象
と
し
た

２
％
の
処
遇
改
善
を
行
う
と
と
も
に
技
能
・
経
験
に
応
じ
た
月
額
最
大
４
万
円
の
処
遇
改
善
を
行
う
な
ど
、
取
組
を
進
め
て
い
る
。

（
注
４
）
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施
」
の
国
分
に
つ
い
て
は
全
額
内
閣
府
に
計
上
。

（
注
５
）
財
政
安
定
化
基
金
の
積
立
分
1
6
0
億
円
を
含
む
（
平
成
30
年
度
の
積
増
し
に
よ
り
国
民
健
康
保
険
制
度
の
改
革
の
実
施
に
必
要
な
積
立
総
額
2
,0
0
0億
円
を
確
保
済
み
）。

（
注
４
）

（
単
位
：
億
円
）

（
注
３
）

（
注
５
）
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量
的

拡
充

質
の

向
上

所
要

額
４
，
２
５
８
億
円

２
，
７
４
２
億
円

主
な
内
容

○
認

定
こ

ど
も
園

、
幼

稚
園

、
保

育
園

、
地

域
型

保
育
の

量
的

拡
充

（
待

機
児

童
解

消
加

速
化
プ
ラ

ン
の

推
進
等

）

○
３

歳
児

の
職
員

配
置

を
改

善
（

２
０
：

１
→

１
５
：

１
）

○
私
立
幼

稚
園

・
保
育

園
等
・

認
定
こ

ど
も
園

の
職

員
給

与
の

改
善

（
３
％

）
○
保
育
標

準
時
間

認
定

に
対

応
し

た
職

員
配

置
の

改
善

○
研
修
機

会
の
充

実
○
小
規
模

保
育

の
体
制

強
化

○
減
価
償

却
費

、
賃
借

料
等
へ

の
対

応
な

ど

○
地

域
子

ど
も

・
子

育
て

支
援
事

業
の
量

的
拡

充
（

地
域

子
育
て

支
援

拠
点

、
一

時
預

か
り

、
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
等
）

○
放
課
後

児
童

ク
ラ
ブ

の
充

実
○
病
児

・
病
後
児

保
育

の
充

実
○
利
用
者

支
援
事

業
の

推
進

な
ど

○
社

会
的

養
育
の

量
的

拡
充

○
児
童
養

護
施
設

等
の

職
員

配
置

を
改

善
（
５

．
５
：

１
→
４

：
１
等

）
○
児
童
養

護
施
設

の
小

規
模
か

つ
地

域
分

散
化

の
推

進
○
児
童
養

護
施
設

等
の

職
員

配
置

基
準
の

強
化

を
含
む

高
機

能
化

の
推

進
○
民
間
児

童
養
護

施
設

等
の
職

員
給

与
の

改
善

（
３
％

）
な

ど

量
的
拡
充

・
質

の
向
上

合
計

７
，

０
０

０
億

円

○
「

０
．

７
兆

円
の
範

囲
で

実
施

す
る

事
項

」
と

し
て
整

理
さ

れ
た

「
質
の

向
上

」
の

事
項

に
つ

い
て

は
、

20
19

(
平

成
31

)年
度
予

算
（

案
）

に
お

い
て

も
引

き
続
き

全
て

実
施
。

2
0
1
9
(
平

成
3
1
)
年

度
に

お
け

る
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
「

量
的

拡
充

」
と

「
質

の
向

上
」

項
目

○
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
「

量
的

拡
充

」
と

「
質

の
向

上
」

を
実

現
す

る
た

め
に

は
「

１
兆
円
超

」
の

財
源

が
必
要

と
さ
れ
た
と

こ
ろ

で
あ

り
、

政
府

に
お

い
て

は
、

引
き

続
き

、
そ

の
確

保
に

最
大

限
努

力
す

る
。
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○
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
「
行
動
計
画
策
定
指
針
」
（
以
下
「
指
針
」
と
い
う
。
）
に

つ
い
て
は
、

20
14
年

11
月
に
告
示
し
、

20
15
年
４
月
か
ら
適
用
。
市
町
村
及
び
都
道
府
県
に
つ
い
て
は
、
こ
の
指
針
に
即
し
て
、

次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
関
す
る
計
画
（
以
下
「
市
町
村
等
行
動
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。

○
法
で
は
、
市
町
村
等
は
、
指
針
に
即
し
て
、
地
域
に
お
け
る
子
育
て
の
支
援
、
母
性
並
び
に
乳
児
及
び
幼
児
の
健
康
の
確
保

及
び
増
進
、
職
業
生
活
と
家
庭
生
活
と
の
両
立
の
推
進
等
に
つ
い
て
、
５
年
ご
と
に
市
町
村
等
行
動
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

○
指
針
で
は
、
市
町
村
等
は
、
前
期
計
画
に
係
る
必
要
な
見
直
し
を

20
19
年
度
ま
で
に
行
っ
た
上
で

20
20
年
度
か
ら

20
24
年
度

を
期
間
と
す
る
後
期
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
お
り
、
今
後
、
市
町
村
等
が
後
期
行
動
計
画
を
策
定
す
る
に

あ
た
り
、
指
針
の
見
直
し
を
行
う
。

○
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
の
策
定
な
ど
、

20
15
年
度
以
降
の
関
連
施
策
の
動
向
の
反
映
を
中
心
に
改
正
作
業
を
行
い
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
に
基
づ
く
教
育
・
保
育
及
び
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
の
提
供
体
制
の
整
備
等
の
基
本
的
な

指
針
（
基
本
指
針
）
の
改
正
と
同
様
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
進
め
る
予
定
。

○
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
平
成

15
年
法
律
第

12
0号
）

（
基
本
理
念
）

第
三
条
次
世
代
育
成
支
援
対
策
は
、
父
母
そ
の
他
の
保
護
者
が
子
育
て
に
つ
い
て
の
第
一
義
的
責
任
を
有
す
る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
、
家
庭
そ
の
他
の
場
に
お
い

て
、
子
育
て
の
意
義
に
つ
い
て
の
理
解
が
深
め
ら
れ
、
か
つ
、
子
育
て
に
伴
う
喜
び
が
実
感
さ
れ
る
よ
う
に
配
慮
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

参
考

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
行
動
計
画
策
定
指
針
の
改
正
に
つ
い
て
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第
二
章
行
動
計
画

第
一
節
行
動
計
画
策
定
指
針

第
七
条
主
務
大
臣
は
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
総
合
的
か
つ
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
次
条
第
一
項
の
市
町
村
行
動
計
画
及
び
第
九
条

第
一
項
の
都
道
府
県
行
動
計
画
並
び
に
第
十
二
条
第
一
項
の
一
般
事
業
主
行
動
計
画
及
び
第
十
九
条
第
一
項
の
特
定
事
業
主
行
動
計
画
（
次
項
に
お
い
て
「
市
町
村

行
動
計
画
等
」
と
い
う
。
）
の
策
定
に
関
す
る
指
針
（
以
下
「
行
動
計
画
策
定
指
針
」
と
い
う
。
）
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
行
動
計
画
策
定
指
針
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
、
市
町
村
行
動
計
画
等
の
指
針
と
な
る
べ
き
も
の
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

二
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
内
容
に
関
す
る
事
項

三
そ
の
他
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
関
す
る
重
要
事
項

３
主
務
大
臣
は
、
少
子
化
の
動
向
、
子
ど
も
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
速
や
か
に
行
動
計
画
策
定
指
針
を
変
更

す
る
も
の
と
す
る
。

４
主
務
大
臣
は
、
行
動
計
画
策
定
指
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）

第
七
十
二
条
に
規
定
す
る
子
ど
も
・
子
育
て
会
議
の
意
見
を
聴
く
と
と
も
に
、
次
条
第
一
項
の
市
町
村
行
動
計
画
及
び
第
九
条
第
一
項
の
都
道
府
県
行
動
計
画
に
係
る
部

分
に
つ
い
て
総
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
主
務
大
臣
は
、
行
動
計
画
策
定
指
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
市
町
村
行
動
計
画
）

第
八
条
市
町
村
は
、
行
動
計
画
策
定
指
針
に
即
し
て
、
五
年
ご
と
に
、
当
該
市
町
村
の
事
務
及
び
事
業
に
関
し
、
五
年
を
一
期
と
し
て
、
地
域
に
お
け
る
子
育
て
の
支
援
、
母

性
並
び
に
乳
児
及
び
幼
児
の
健
康
の
確
保
及
び
増
進
、
子
ど
も
の
心
身
の
健
や
か
な
成
長
に
資
す
る
教
育
環
境
の
整
備
、
子
ど
も
を
育
成
す
る
家
庭
に
適
し
た
良
質
な

住
宅
及
び
良
好
な
居
住
環
境
の
確
保
、
職
業
生
活
と
家
庭
生
活
と
の
両
立
の
推
進
そ
の
他
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
関
す
る
計
画
（
以
下
「
市
町
村
行
動
計

画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
市
町
村
行
動
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
よ
り
達
成
し
よ
う
と
す
る
目
標

二
実
施
し
よ
う
と
す
る
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
内
容
及
び
そ
の
実
施
時
期

３
～
８
（
略
）

（
都
道
府
県
行
動
計
画
）

第
九
条
都
道
府
県
は
、
行
動
計
画
策
定
指
針
に
即
し
て
、
五
年
ご
と
に
、
当
該
都
道
府
県
の
事
務
及
び
事
業
に
関
し
、
五
年
を
一
期
と
し
て
、
地
域
に
お
け
る
子
育
て
の
支

援
、
保
護
を
要
す
る
子
ど
も
の
養
育
環
境
の
整
備
、
母
性
並
び
に
乳
児
及
び
幼
児
の
健
康
の
確
保
及
び
増
進
、
子
ど
も
の
心
身
の
健
や
か
な
成
長
に
資
す
る
教
育
環
境

の
整
備
、
子
ど
も
を
育
成
す
る
家
庭
に
適
し
た
良
質
な
住
宅
及
び
良
好
な
居
住
環
境
の
確
保
、
職
業
生
活
と
家
庭
生
活
と
の
両
立
の
推
進
そ
の
他
の
次
世
代
育
成
支
援

対
策
の
実
施
に
関
す
る
計
画
（
以
下
「
都
道
府
県
行
動
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
都
道
府
県
行
動
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
に
よ
り
達
成
し
よ
う
と
す
る
目
標

二
実
施
し
よ
う
と
す
る
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
内
容
及
び
そ
の
実
施
時
期

三
次
世
代
育
成
支
援
対
策
を
実
施
す
る
市
町
村
を
支
援
す
る
た
め
の
措
置
の
内
容
及
び
そ
の
実
施
時
期

３
～
８
（
略
）

参
考
（
続
き
）
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次
世
代
育
成
支
援
対
策
地
域
協
議
会

都
道
府
県
、
市
町
村
、
事
業
主
、
労
働
者
、

社
会
福
祉
・教
育
関
係
者
等
が
組
織

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
セ
ン
タ
ー

事
業
主
団
体
等
に
よ
る
情
報
提
供
、
相
談
等
の
実
施

施
策
・
取
組
へ
の
協
力
等

策
定
支
援
等

○
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
が
健
や
か
に
生
ま
れ
、
か
つ
、
育
成
さ
れ
る
社
会
の
形
成
に
資
す
る
た
め
次
世
代
育
成
支
援
対
策
を
迅
速
か
つ
重
点
的
に
推
進

○
地
方
公
共
団
体
及
び
事
業
主
に
対
し
、
次
世
代
育
成
支
援
の
た
め
の
行
動
計
画
の
策
定
を
義
務
づ
け
、
10
年
間
の
集
中
的
・計
画
的
な
取
組
を
推
進

行
動
計
画
策
定
指
針

○
国
に
お
い
て
地
方
公
共
団
体
及
び
事
業
主
が
行
動
計
画
を
策
定
す
る
際
の
指
針
を
策
定
。

（
例
）
一
般
事
業
主
行
動
計
画
：
計
画
に
盛
り
込
む
内
容
と
し
て
、
育
児
休
業
や
短
時
間
勤
務
に
関
す
る
取
組
、
所
定
外
労
働
の
削
減
や
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
に

関
す
る
取
組
を
記
載

地
方
公
共
団
体
行
動
計
画
の
策
定

①
市
町
村
行
動
計
画

②
都
道
府
県
行
動
計
画

→
地
域
住
民
の
意
見
の
反
映
、
労
使
の
参
画
、

計
画
の
内
容
・
実
施
状
況
の
公
表
、
定
期
的
な

評
価
・
見
直
し
等

事
業
主
行
動
計
画
の
策
定
・
届
出

①
一
般
事
業
主
行
動
計
画
（
企
業
等
）

・
大
企
業
（
３
０
１
人
以
上
）：
義
務

・
中
小
企
業
（
１
０
１
人
以
上
）：
義
務
（2
3
年
４
月
～
）

・
中
小
企
業
（
１
０
０
人
以
下
）：
努
力
義
務

一
定
の
基
準
を
満
た
す
企
業
を
認
定

②
特
定
事
業
主
行
動
計
画
（
国
・
地
方
公
共
団
体
等
）

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
行
動
計
画
策
定
指
針
に
つ
い
て

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
趣
旨
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